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政府開発援助（ODA）
支出総額：約18,287億円（約168億ドル）（世界第４位）
支出純額：約11,334億円（約104億ドル）（世界第４位）

国際機関に対する
出資・拠出
（約3,665億円）

技術協力
（注２）

（約3,020億円）

二国間援助（注１）

（支出総額：約14,622億円）
（支出純額：約7,669億円）

無償資金協力（約3,054億円）

有償資金協力
（支出総額：約8,548億円）

日本のＯＤＡの内訳（2016年暦年 ＯＥＣＤのＤＡＣへの報告ベース）

（注1）無償資金協力には国際機関を通じた贈与を含む。
（注2)技術協力には行政経費・開発啓発費等を含む。
※援助額については，2016年確定値。卒業国向け実績を除く。

ODAの全体像

ＪＩＣＡ （約839億円）

国際機関 （約1,687億円）

日本の国際協力ＮＧＯ （約116億円）

調達代理機関 （約120億円）

その他 （約292億円）

省庁，自治体等（約945億円）

の部分が独立行政法人
国際協力機構（JICA）に
よる実施

当該年に実施した贈与，貸付等の総額（＝支出総額（グロス））

支出純額（ネット） 過去の貸付の返済額

（参考）
支出総額（グロス）

支出純額（ネット）

他省庁（約140億円）
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ＪＩＣＡが果たす機能

日本の技術・知識経験を活かし、開発途上国の社会経済開発の担い手となる人材育
成や制度づくりを支援（専門家の派遣や日本での研修などの実施、民間連携：中小
企業海外展開支援等、市民参加協力：ＮＧＯ、地方自治体、大学との連携、ＪＩＣＡボ
ランティア）
平成２９年度政府事業予算：JICA運営費交付金1,503億円
平成２９年度JICA事業規模：1,923億円（※有償資金協力勘定予算（自己資金等）による技術支援等を含み、
管理費を除く）

技術協力（JICA実施分）技術協力（JICA実施分）

緩やかな条件（長期返済・低金利）で開発途上国への融資、及び日本企業等への出
融資を行い、開発途上国の成長・発展を支援。

平成２９年度政府関係機関予算における事業規模：12,720億円（実績は11,385億円）
平成２９年度JICA承諾実績：18,884億円（※平成２９年度の円借款、海外投融資の承諾額の合計）

有償資金協力（円借款・海外投融資）有償資金協力（円借款・海外投融資）

開発途上国を対象に、返済義務を課さずに資金を供与し、学校・病院・水道・道路
など、社会・経済開発のために必要な施設の整備や資機材の調達を支援。

平成２９年度政府事業予算：無償資金協力1,631億円
平成２９年度JICA事業規模：1,151億円（※平成２９年度の贈与契約締結額。ただし、複数の会計年度に及
ぶ案件については、各会計年度の供与限度額を計上）

無償資金協力（JICA実施分）

⇒ODAの三つの形態を一体的に実施。緊急援助や他の担い手との連携も行う。
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ＪＩＣＡによる技術協力

【技術協力プロジェクト】専門家の派遣、技術導入に必要な機材等の供与、
現地セミナー・研修員受入れの実施などを組み合わせて実施するプロジェクト

技術協力（JICA実施分）技術協力（JICA実施分）

その他、個別に短期・長期での専門家派遣や調査、本邦での研修員受入れを実施。また、円借款
案件の形成や施設運営維持管理のための特定の技術分野に関する「有償勘定技術支援」も実施。

技術協力の流れ
案
件
発
掘
（
基
礎
情
報
収
集
調
査
等
の

実
施
）

正
式
要
請

採
択
通
報

事
業
完
了

事
後
評
価

Ｒ
／
Ｄ

締
結

詳
細
計
画
策
定
調
査

事
前
評
価

要
望
調
査

案
件
監
理
（
専
門
家
の
派
遣
，
資

機
材
の
供
与
，
研
修
の
実
施
等
）

提言・教訓をフィードバック

4



ＪＩＣＡによる有償資金協力
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有償資金協力業務の流れ［一般的なプロジェクト型円借款の例］

有償資金協力（円借款）

トンネルと路線図 実際の地下鉄の様子

1日20万人が利用
約26,300台の車が

地下鉄利用に転換
約20万トンの有害物質の

排出が抑えられ，500万ドル
のコスト削減になった

トルコ
ボスポラス海峡横断地下鉄整備計画II
有償資金協力 （1,837.89億円）

2005年～2019年

提言・教訓をフィードバック
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ＪＩＣＡによる無償資金協力
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無償資金協力業務の流れ［一般的なプロジェクト型の例］

無償資金協力（JICA実施分）

保健、教育、交通インフラなど各国の開発に
必要な施設建設・機材調達のための資金を
供与

保健

交通インフラ

教育

提言・教訓をフィードバック
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時期 対応

2015～
2016年度

意欲的な新規案件形成
• ODAへのニーズや期待の高まりを受け、意欲的・迅速に新規案件を形成。

2017年6月 2016年度決算確定 → 事業費の執行可能額が減少
• 2016年度決算確定の結果、2017年度の執行可能額が2015・2016年度の予算規

模から約70～100億円程度減少することが判明（表1）。
• 一方、執行可能額に対する5月末時点の契約・発注済額は62％と高く、過去最高

水準であることが判明（表1）。

2017年7月 組織内への注意喚起
• 高い執行率を受け、JICA内部へ注意喚起（図1）。

7

表1  予算（事業費）の５月末時点の執行状況の比較 （億円）

2

年度 執行可能額
(a)

契約・発注済み額
(b)

執行率
(b/a)

2017 1,014 629 62％

2016 1,086 627 58％

2015 1,129 571 51％

2014 1,106 529 48%

図１：月次執行率推移（契約額ベース）

※執行可能額には前年度からの繰越を含む。

ＪＩＣＡ運営費交付金における予算ひっ迫の経緯①
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時期 対応

2017年9月～ 2017年度執行抑制策の順次実施
• 実施中案件の後倒し（コンサルタント支払繰延べ）：115件・76億円支出繰延べ
• 2017年度開始予定であった案件の実施準備凍結： 175件・28億円支出抑制
• 2018年度開始予定案件の規模抑制：過去5年平均の33％（件数ベース）
• 一般管理費、間接業務費の緊急節減策など

2018年4月 10月以降の執行抑制により（図１）、2017年度予算執行額は1,458億円（運営費 交
付金予算1,503億円内）に収束

2018年6月 「JICA運営費交付金予算執行問題への対応について」の公表
• 内容は、①予算執行管理強化のための体制整備、②「予算執行管理強化に関する

諮問委員会」の設置、③役員の給与自主返納等

2018年6月～ 「予算執行管理強化に関する第三者諮問委員会」の設置
• 第一回会合開催。以後現在まで計7回を開催し、12月までに提言取り纏め予定

2018年7月 「予算執行管理室」の設置
• 後年度負担の把握を含めた適切な執行管理を行い、ＪＩＣＡの経費全体を横断的に

管理・統制する部署として新設

2018年8月 予算執行に見通しが立ち、執行抑制策を順次解除へ
• 2017/18年度開始予定案件の準備再開
• 2019年度開始予定案件の規模を例年並み水準へ回復予定

ＪＩＣＡ運営費交付金における予算ひっ迫の経緯②
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課題 従来の対応 今後の対応 （実施済/対応予定）

(1) 後年度支

出見込み額の
把握・管理

• 技術協力事業は3年～5年で実施され
る複数年度事業。

• 後年度支出見込み額の管理が不十
分（データ入力の不徹底、データ分
析・組織内共有が不十分）、単年度の
予算管理に集中。

① 事業期間（3～5年）の全期を通じた支出

見込み額をプロジェクト単位～組織単位
で把握し、予算執行管理を徹底。
【実施済】

② 案件形成を行うにあたって、事業費の見
積もりの精度を向上するとともに、実施
中案件の事業計画を踏まえた検討を行
う。
【対応予定】

(2) 予算執行

管理情報の
組織内共有

• 理事会では当初予算編成時、および
決算報告時に議論。

• 期中の予算執行状況については、
各部門の計画課長レベルで情報共有。

• 予算編成審議、決算報告に加えて、予算
執行状況について、定期的に理事会及び
部長会にて確認・対応協議。
【実施済】

(3) 予算執行

管理の体制
強化

• 複数部門（事業費は企画部、管理的
経費は管理部）が予算を管理。日常
的な予算執行管理業務は担当課長が
実施。

• 事業費と管理的経費を横断的に管理・
統制する権限と責任を持った部署として、
2018年7月1日に「予算執行管理室」を
創設 【実施済】

再発防止策（第三者諮問委員会の提言により変更の可能性あり）



個別事業

開発協力政策

外交政策

政策レベル

開発協力大綱
国別・地域別・課題別

政策など

プログラム・レベル

スキーム別
セクター別

協力プログラム 等

プロジェクト・レベル

開発協力事業に関する評価制度
評価の種類 実施主体 実施根拠

行政事業レビュー 外務省

※制度主管は内閣
官房行政改革推進
本部事務局

平成２５年４月２５日閣議
決定

政策評価 外務省
※制度主管は総務
省行政評価局政策
評価審議会

行政機関が行う政策の評
価に関する法律（政策評
価法）

独法業務実績評価 外務省

※制度主管は総務
省行政管理局独法
評価制度委員会

独立行政法人通則法

ODA第三者評価

（国別評価・重点課
題別評価等）

外務省 外務省組織令
開発協力大綱

テーマ別評価 JICA JICA法

・個別案件の事前
評価・事後評価

外務省
JICA
（事前：開発協力適
正会議，事後：外
部評価・内部評価）

－
JICA法

会

計

検

査

（

会

計

検

査

院

）

ＯＤＡ評価の全体像
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ＯＤＡの評価と「見える化」について

ODAの評価

政策レベル、プログラムレベル、プロジェクトレベルでの評価を実施。プロジェクトレベ
ルでは個別案件の事前及び事後評価を行い、うち金額の大きいものについては外部
の視点も入れた形で評価

【事後評価の例（外部評価者は国際協力ＮＧＯ）】
ケニア 西部地域県病院整備計画（2007年～2010年）
※有効性に関する部分を抜粋
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事業評価の一覧性

外部評価における
レーティングの結果
を公表

2016年度の評価実績
技術協力（外部評価） 29 件
（内部評価） 65 件
有償資金協力（外部評価） 34 件
（内部評価） 0 件
無償資金協力（外部評価） 36 件
（内部評価） 28 件

ほぼ全てのＪＩＣＡ実施案件（有償、無償、
技協）について概要・協力現場の状況や
事前・事後の評価を確認できるように。

見える化の現状
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